
議案番号 議案名 内容（要旨）

議

決

結

果

議

決

状

態

議第50号 橿原市役所行政組織条例の一部改正について

社会情勢の変化や住民サービスの多様化等の行

政課題に効率的に対応するため、部の分割及び所

掌する事務の見直しを行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第51号
橿原市の常勤の特別職の職員の給与等に関す

る条例等の一部改正について

国家公務員の給与改定方針等に鑑み、本市一般職

の職員及び一般職の任期付職員の給料月額の引

上げ並びに職員の期末手当及び勤勉手当の額の

改定を行うもの

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第52号
橿原市の一般職の職員の給与に関する条例等

の一部改正について

新型インフルエンザ等対策特別措置法及び内閣法

の一部を改正する法律により、職員に支給する手当

の名称等が改められたため、所要の改正を行うも

の

原

案

可

決

全

会

一

致

議第53号
橿原市ふれあいセンター条例等の一部改正に

ついて

各施設の使用料等を見直すため、所要の改正を行

うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第54号 橿原市消防団条例の一部改正について
消防団員の定年制及び任命年齢の上限を撤廃す

るため、所要の改正を行うもの

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第55号
橿原市執行機関の附属機関に関する条例の一

部改正について

執行機関の附属機関として、橿原市中学校部活動

地域移行協議会を設置するため、所要の改正を行

うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第56号
橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用

弁償に関する条例の一部改正について

橿原市学校運営協議会の委員の報酬及び費用弁

償の額を定めるため、所要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第57号
橿原市子ども総合支援センター条例の一部改正

について

橿原市子ども総合支援センターの１日当たりの利

用定員を増やすため、所要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第58号
橿原市学校給食共同調理場条例の一部改正に

ついて

橿原市教育施設再配置実施計画に基づき、白橿南

小学校と白橿北小学校の学校統合を行うため、所

要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第59号
橿原市国民健康保険税条例の一部改正につい

て

地方税法等の一部改正により、出産する被保険者

に係る産前産後期間における国民健康保険税の軽

減措置を実施するため、所要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第60号 橿原市福祉センター条例の廃止について
社会情勢の変化に伴い、橿原市福祉センターやわ

らぎの郷を閉館するため、条例を廃止するもの

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第61号
橿原市廃棄物の処理及び再利用の促進に関す

る条例の一部改正について

多量に発生した家庭廃棄物を一括して処分できる

よう、一時多量ごみ収集を開始するため、所要の改

正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致
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決

結

果

議

決

状

態

議第62号 橿原市手数料徴収条例の一部改正について

地籍調査の成果の写しを証明書として発行するた

めの手数料の額を新たに規定するとともに、脱炭素

社会の実現に資するための建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法

律の施行に伴い、建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律の法律名が改正されたため、所

要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第63号 工事請負契約の変更について

公共工事設計労務単価の改定に基づき、請負代金

額変更の協議の請求があったことに伴い、工事請

負契約の契約金額に変更が生じるため、議会の議

決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第64号 財産の取得について

財産の取得について、地方自治法第９６条第１項第

８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、

議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第65号

橿原市香久山体育館、橿原市万葉の丘スポーツ

広場、香久山公園、橿原市ひがしたけだドーム、

東竹田近隣公園、橿原市曽我川緑地体育館、曽

我川緑地及び橿原市中央体育館の指定管理者

指定の期間変更について

指定管理者の指定について、指定の期間に変更が

生じるため、議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第66号
橿原運動公園の指定管理者指定の期間変更に

ついて

指定管理者の指定について、指定の期間に変更が

生じるため、議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第67号
訴えの提起について（休日夜間応急診療所診療

料等支払請求）

橿原市休日夜間応急診療所の診療料を滞納して

いる者に対し、診療料等の支払を求めるため、訴え

の提起について、地方自治法第９６条第１項第１２

号の規定に基づき、議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第68号
訴えの提起について（休日夜間応急診療所診療

料等支払請求）

橿原市休日夜間応急診療所の診療料を滞納して

いる者に対し、診療料等の支払を求めるため、訴え

の提起について、地方自治法第９６条第１項第１２

号の規定に基づき、議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第69号
訴えの提起について（休日夜間応急診療所診療

料等支払請求）

橿原市休日夜間応急診療所の診療料を滞納して

いる者に対し、診療料等の支払を求めるため、訴え

の提起について、地方自治法第９６条第１項第１２

号の規定に基づき、議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第70号 市道路線の認定について
市道路線の認定について、道路法第８条第２項の

規定に基づき、議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第71号
令和５年度橿原市一般会計補正予算（第４号）

について

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

288,514千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ48,026,457千円とする。

（以下、略）

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第72号
令和５年度橿原市国民健康保険特別会計補正

予算（第２号）について

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

1,228千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ13,086,721千円とする。

（以下、略）

原

案

可

決

全

会

一

致

議第73号
令和５年度橿原市後期高齢者医療特別会計補

正予算（第１号）について
略

原

案

可

決

全

会

一

致
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決

結
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議

決

状
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議第74号
令和５年度橿原市介護保険特別会計補正予算

（第２号）について

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

10,395千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ9,702,619千円とする。

（以下、略）

原

案

可

決

全

会

一

致

議第75号
橿原市議会議員の議員報酬等に関する条例の

一部改正について

国家公務員及び本市の特別職の職員の給与改定

方針等に鑑み、本市議会議員に対して支給される

期末手当の額の改定を行うもの

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第76号 橿原市議会政治倫理条例の一部改正について

地方自治法の一部改正により議員の請負に関する

規制が明確化及び緩和されたことに伴い、議員の

請負状況の透明性を確保するため、所要の改正を

行うもの

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第77号
橿原市情報通信技術を活用した行政の推進に

関する条例の一部改正について

市の条例等を根拠とする市議会に係る手続のオン

ライン化を可能とするため、所要の改正を行うもの

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第78号 橿原市手数料徴収条例の一部改正について

戸籍法等の一部改正に伴い、戸籍謄本等の広域交

付に係る手数料を徴収する事務及び金額を定める

等、所要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第79号
令和５年度橿原市一般会計補正予算（第５号）

について

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

1,333,723千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ49,360,180千円とする。

（以下、略）

原

案

可

決

賛

成

多

数

同意第１１号
公平委員会の委員選任につき同意を求めること

について

公平委員会の委員１人が、令和６年１月２１日に任

期満了となるため、地方公務員法第９条の２第２項

の規定に基づき、委員の選任につき議会の同意を

求めるもの

同

意

全

会

一

致

同意第１２号
固定資産評価審査委員会の委員選任につき同

意を求めることについて

固定資産評価審査委員会の委員１人が、令和５年

１２月３１日に任期満了となるため、地方税法第４２

３条第３項の規定に基づき、委員の選任につき議会

の同意を求めるもの

同

意

全

会

一

致

決第8号 健康保険証の存続を求める意見書
議員提案により意見書を、関係行政庁に対し提出

するもの

否

決

賛

成

少

数

決第9号
医療・介護・障害福祉分野における処遇改善等

を求める意見書

議員提案により意見書を、関係行政庁に対し提出

するもの

原

案

可

決

総

員

起

立

決第10号
食品ロス削減への国民運動のさらなる推進を求

める意見書

議員提案により意見書を、関係行政庁に対し提出

するもの

原

案

可

決

賛

成

多

数


